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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半導体リソグラフィのための投影露光装置（３１０）に用いる交換可能なアセンブリ（
１）であって、
　前記交換可能なアセンブリは、少なくとも１個の減衰素子（２）を備え、前記減衰素子
（２）は、弾性要素（２１）に連結した質量要素（２０）を有することを特徴とする、交
換可能なアセンブリ。
【請求項２】
　請求項１に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記交換可能なアセンブリ（
１）は、さらに、少なくとも１個の光学素子（３）を備えることを特徴とする、交換可能
なアセンブリ。
【請求項３】
　請求項１に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記減衰素子（２）がせん断
運動を行うことができるように、前記弾性要素（２１）を前記質量要素（２０）に連結し
たことを特徴とする、交換可能なアセンブリ。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれか一項に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記質量
要素（２０）の質量は１５０ｇ～４５０ｇの範囲内であることを特徴とする、交換可能な
アセンブリ。
【請求項５】
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　請求項４に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記質量要素（２０）の質量
は、２５０ｇ～３５０ｇの範囲内であることを特徴とする、交換可能なアセンブリ。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか一項に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記弾性
要素（２１）はフッ素エラストマから生成したことを特徴とする、交換可能なアセンブリ
。
【請求項７】
　請求項１～６のいずれか一項に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記減衰
素子（２）には冷却デバイスを設けたことを特徴とする、交換可能なアセンブリ。
【請求項８】
　請求項７に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記冷却デバイスは、ガス冷
却手段、液体冷却手段、またはヒートパイプであることを特徴とする、交換可能なアセン
ブリ。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか一項に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記交換
可能なアセンブリ（２）は挿入素子として実施することを特徴とする、交換可能なアセン
ブリ。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか一項に記載の交換可能なアセンブリ（１）であって、前記減衰
素子（２）は、周波数が１０Ｈｚ～８００Ｈｚの範囲にある振動を減衰するように設計し
たことを特徴とする、交換可能なアセンブリ。
【請求項１１】
　半導体リソグラフィのための投影露光装置（３１０）であって、請求項１～１０のいず
れか一項に記載の交換可能なアセンブリ（２）を少なくとも１個含んで構成されることを
特徴とする、投影露光装置（３１０）。
【請求項１２】
　請求項１１に記載の半導体リソグラフィのための投影露光装置（３１０）であって、前
記交換可能なアセンブリ（２）は挿入開口部に配置されることを特徴とする、投影露光装
置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、機械的振動を減衰させる複数の光学素子および減衰素子を備える半導体リソ
グラフィのための投影露光装置、および半導体リソグラフィのための投影露光装置に用い
る交換可能なアセンブリに関する。さらに、本発明は、投影露光装置のための測定アセン
ブリに関する。この場合、上記の機械的振動は、一般に、上記のシステムの光学的結像品
質の低下につながるものであり、この場合の品質低下の例としては、例えば、コントラス
トの低下および完全に十分な品質を有する半導体製品の歩留まり損失等が挙げられる。上
記の問題は、特に、次の点において深刻化する。すなわち、半導体リソグラフィのための
投影露光装置の動作において用いるプロセスパラメータは、装置の耐用期間中に何回も変
更される点である。例えば、露光回数またはレチクルおよびウエハステージの前進速度が
変更される。投影対物レンズの動的挙動は、プロセスパラメータの変更に影響されないた
め、上記のプロセスパラメータに応じて、投影露光装置内の種々の光学素子が励起され、
それぞれ固有振動を生じる。その結果、想定されるあらゆる使用パラメータについて、投
影露光装置の減衰システムを最初から最適設計することがさらに大幅に困難となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００２】
【特許文献１】独国特許出願公開第１００２２５２６６号明細書
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　本発明の目的は、半導体リソグラフィのための投影露光装置における機械的振動の減衰
に関して、投影露光装置において想定される使用パラメータに対する適応柔軟性を向上さ
せたデバイスを明示することである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記の目的は、請求項１に記載の特徴を有する交換可能なアセンブリ、請求項１５に記
載の特徴を有する半導体リソグラフィのための投影露光装置、および請求項１９に記載の
特徴を有する測定アセンブリにより達成される。各従属請求項は、本発明の有利な実施形
態および変形例に関するものである。
【０００５】
　本発明による半導体リソグラフィのための投影露光装置は、複数の光学素子および機械
的振動を減衰するための減衰素子を有し、少なくとも１個の減衰素子を有して構成した交
換可能なアセンブリを備え、交換可能なアセンブリ内に配置した減衰素子は、投影露光装
置において機械的振動を減衰させるための唯一の減衰素子とすることができる。交換可能
なアセンブリは、１２時間未満で交換することができ、特に、約１０時間以内で交換する
ことができるように実施する。この交換期間の前後においては、投影露光装置は完全動作
が可能であり、すなわち、上記の交換期間には装置の較正（キャリブレーション）／調整
時間も含まれるものである。この場合、この交換可能なアセンブリは、あらかじめ設けた
挿入開口部に挿入可能な挿入素子として実施することができ、この構成により、アセンブ
リを迅速に交換するという要求を有利に実現することができる。この場合、この交換プロ
セスは、減衰素子を交換することにより行う光学素子の交換、または、アセンブリにあら
かじめ設けた、例えば、ねじ穴等のレセプタクルに減衰素子を付加的に導入することによ
り行う光学素子の交換とは異なるものである。この場合、アセンブリ内において減衰素子
を導入または交換すること自体にかかる時間は、通常１０分未満であり、多くの場合は約
５分以内である。これとは対照的に、挿入開口部に取り付けずに、別のコンポーネント、
特に、投影対物レンズ内にねじ留めしたアセンブリの交換には、何日間もかかることがあ
る。原則として、交換可能なアセンブリは、例えば、照射デバイスの内部等、投影露光装
置内のほぼあらゆる位置に取り付け可能であるが、好ましくは、投影対物レンズ内に取り
付ける。交換可能なアセンブリを照射デバイス内に取り付けた場合の実施形態において、
照射デバイスはハウジング部としても実施可能である。
【０００６】
　減衰素子を交換可能なアセンブリの一部として実施したことで、その結果、変化する使
用パラメータへの適応柔軟性を向上させることができるようになる。交換可能なアセンブ
リ内にその時点で配置されている減衰素子の設計では使用パラメータの所与の集合に対し
て十分な効果が得られなくなった場合、比較的低コストでこの交換可能なアセンブリを投
影対物レンズから取り外すことが可能であり、および、減衰素子を交換すること、または
アセンブリ全体を、適切に設計した減衰素子を有して構成した別のアセンブリと交換する
ことができる。
【０００７】
　本発明の有利な一実施形態において、交換可能なアセンブリは、さらに、少なくとも１
個の光学素子を備える。この場合、交換可能なアセンブリ内に配置した光学素子を、減衰
素子に機械的に連結して光学素子の振動を減衰素子により減衰するように構成することが
できる。代案として、アセンブリは、光学素子および減衰素子を直接機械的に相互作用さ
せることなく、単に空間的に同一のアセンブリ内に配置するように設計することも可能で
ある。すなわち、光学素子および減衰素子を単に空間的に同一のアセンブリ内に配置した
場合、減衰素子の主な効果としては、同一のアセンブリ内に配置された光学素子に起こり
得る振動を減衰することではなく、投影対物レンズ全体または少なくともそのアセンブリ
に影響する振動を減衰することとなる。交換可能なアセンブリが光学素子を含むというこ
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とは、本発明の有利な一実施形態において、後付け（レトロフィット、retrofitting）解
決方法を実現できるということを意味する。この場合、後付け解決方法とは、従来は光学
素子を有する交換可能なマウントを受け入れるためだけに設計されてきた対物レンズ内の
挿入開口部に、交換可能なアセンブリを挿入可能なように実施することである。このよう
な構成において、本発明による交換可能なアセンブリを用いることで、投影対物レンズに
減衰機能性を付加的に後から与えることも可能になる。交換可能なアセンブリは、最初に
設けた光学素子をそのまま有しているため、その光学的観点から見た作用に変化はないが
、この場合の相違点は、付加的な減衰機能を果たす点である。この場合、投影対物レンズ
の瞳面領域内における交換可能なアセンブリについて、上記に示した解決方法を用いるこ
とが特に有利である
【０００８】
　減衰素子は、パッシブ減衰素子として実施することができる。特に、この減衰素子は、
弾性要素に連結した質量要素を有することができる。
【０００９】
　この場合、減衰素子がせん断運動を行うことができるように弾性要素を質量要素に連結
することができる。この場合、せん断運動を行うことの有利な点は、機械振動が散逸され
ること、すなわち、実質的に熱に変換される点であり、振動の散逸は、減衰素子がせん断
振動を行う場合において最も効果的に行われる。
【００１０】
　質量要素の質量は、１５０ｇ～４５０ｇの範囲内、特に、２５０ｇ～３５０ｇの範囲内
とすることが適切であることがわかった。
【００１１】
　弾性要素は、フッ素エラストマ、特に、フッ素ゴムから生成することができる。ここに
挙げた物質の特性は、特に、真空下において高い安定性を有することである。この場合、
特に強調すべきは、フッ素エラストマは極めて高いガス放出挙動を呈するということであ
る。
【００１２】
　減衰素子をパッシブ減衰素子として実施した場合とは異なり、減衰素子をセンサおよび
アクチュエータを有するアクティブ減衰素子としても実施することができる。この場合、
センサにより、例えば、減衰しようとするコンポーネントのたわみまたは加速度を検出す
る。その後、そのたわみまたは加速度に応じて増幅および位相シフトされた、センサから
の出力信号を、アクチュエータに再度供給することができる。
【００１３】
　この場合、減衰素子はプランジャーコイルを含むことができる。プランジャーコイルは
、この場合、センサおよびアクチュエータの両方として利用可能である。この場合、どち
らの用途を選択するかについては、プランジャーコイルの駆動のみを利用して決定するこ
とができる。したがって、例えば、プランジャーコイルをセンサとして利用する第１測定
周期において、すなわち、プランジャーコイルの出力信号を測定することにより、擾乱振
動の周期と振幅を測定することができる。評価ユニットにおいてこの擾乱振動のパラメー
タを求めた後、続いて、検出した振動を最も効率的に減衰することのできる信号波形を生
成することもできる。その後の減衰周期において、すなわち、算出した信号をプランジャ
ーコイルに適用し、プランジャーコイルをアクチュエータとして動作させ、測定した振動
を減衰させる。この場合、センサおよび／またはアクチュエータとして必ずしもプランジ
ャーコイルを用いるとは限らない。原則として、上記に概説した方法は、センサおよび／
またはアクチュエータとして用いることのできるあらゆるコンポーネントを用いて行うこ
とが可能である。そのようなコンポーネントの例として、圧電素子、渦電流ブレーキ／セ
ンサまたは静電容量センサ／アクチュエータを挙げることができる。上記に概説した方法
により、コンポーネントの数を節減することができ、このことは、まず第１に、システム
の複雑度を低減でき、第２には、減衰素子が占める構造上の空間を減少させることができ
る。
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【００１４】
　本発明のさらなる有利な実施形態において、減衰素子を圧電素子として実施することが
でき、特に、特許文献１に記載の圧電アクチュエータのようなアクチュエータとして実施
することができる。この引用文献に開示されるアクチュエータにおいては、アクチュエー
タ回転子（すなわち、通常、操作対象または位置決め対象のコンポーネントに作用する、
アクチュエータの可動部）を、１個またはそれ以上の前進要素（「足部」）により駆動す
る。この前進要素は、圧電素子として構成され、回転子に直交するものである。この場合
、前進要素は、その長手方向と垂直に回転子の方へ向かって移動する。この場合、上記の
アクチュエータの動作は、前進要素がアクチュエータ回転子上に留まった状態で行うこと
ができ、回転子が前進要素により移動されて下降、前進、後退することがない。この変形
例により、光学素子の位置を操作するために用いることもできるアクチュエータを、代替
的な動作モードまたは付加的な動作モードにおいては振動減衰器として用いることが可能
になる。この場合に圧電素子を利用することの特に有利な点は、圧電素子の帯域幅が比較
的高く、通常０～２０００Ｈｚの範囲であることである。
【００１５】
　散逸した機械的エネルギーを除去するため、または減衰素子において機能していると考
えられるコンポーネントを冷却するため、減衰素子に冷却デバイスを設けることができ、
特に、ガス冷却手段、液体冷却手段、またはヒートパイプを設けることができる。この場
合、冷却デバイスの効果により、投影対物レンズの領域から散逸エネルギーを流出させ、
対物レンズのコンポーネントの加熱の原因とならないようにする。特に、冷却装置を用い
ることで、減衰素子の温度を一定に保つ効果が生じ、その結果、減衰素子の機械的特性は
、経時的に変化せず、または、ごくわずかしか変化しない。本発明の簡略化した変形例に
おいて、投影対物レンズにおいて汚染防止のために少なくとも用いる浄化ガスを、減衰素
子の冷却にも用いることができる。
【００１６】
　周波数が１０Ｈｚ～８００Ｈｚの範囲内の振動を減衰させるように減衰素子を設計した
場合に、効率的な減衰効果が得られることができることがわかった。この周波数は、半導
体リソグラフィのための投影露光装置の動作中において特に頻繁に発生するものである。
【００１７】
　減衰素子の固有周波数は、投影対物レンズの固有周波数の約９５％とすることができる
。
【００１８】
　必要に応じて各減衰素子の変化へ最適に対応するため、有利には、投影対物レンズの振
動のパラメータを検出するセンサを少なくとも１個備えた測定アセンブリを設けることが
できる。この場合、測定アセンブリは、投影対物レンズ内の光学素子に設けた交換開口部
に挿入可能なように実施される。本発明の有利な一実施形態において、上記の測定アセン
ブリは光学素子を備えるが、この光学素子は半導体製造に付随するプロセスにおいて少な
くとも設けられるものであり、測定装置が投影対物レンズの光学特性に影響を及ぼさない
ような方法で設けられる。したがって、現実的な使用条件下で投影対物レンズの振動を記
録することができる。その後、求めたパラメータを用いて、対応するプロセスおよびその
プロセスに対応づけられた一般的な振動に対して、パッシブ減衰ユニットまたはアクティ
ブ減衰ユニットを最適に設計する。
【００１９】
　代案または追加として、上記の測定は、装置自体のセンサシステムを用いて、またはウ
エハ分析に基づいて、行うこともできる。
【００２０】
　以下、本発明の原理および有利な例示的な実施形態について、図面を参照して説明する
。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
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【図１】本発明を用いることのできる半導体リソグラフィのための投影露光装置３１０を
示す図である。
【図２】減衰素子を有して構成した交換可能なアセンブリの概略図である。
【図３】本発明による交換可能なアセンブリを用いた投影対物レンズの基本概略図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　図１に、本発明を用いることのできる、半導体リソグラフィのための投影露光装置３１
０を示す。この場合、図１はシステム全体の概観を簡略に示す図であり、本発明そのもの
を詳細に示すものではない。本装置は、感光性物質でコーティングした基板上に構造を露
光する機能を有する。一般に、この基板は主にシリコンで構成され、ウエハ３２０と称す
る。この基板は、例えば、コンピュータチップ等の半導体部品の製造に用いられるもので
ある。
【００２３】
　この場合、投影露光装置３１０は、基本的に、照射システム３３０、構造体を設けたマ
スクを受け入れて正確に位置決めするデバイス３４０、ウエハ３２０上におけるその後の
構造を規定するいわゆるレチクル３５０、ウエハ３２０を保持し、移動し、および精密に
位置決めするデバイス３６０、および、結像デバイス、すなわち、投影対物レンズ３７０
を備える。投影対物レンズ３７０は、マウント３９０を用いて投影対物レンズ３７０の対
物レンズハウジング６内に取り付けた複数の光学素子７を有して構成される。
【００２４】
　この場合、基本的な機能原則に基づいて、構造体をレチクル３５０内に案内してウエハ
３２０上に結像させる。この時の結像は、一般に、縮小結像である。
【００２５】
　露光を行った後、ウエハ３２０をさらに矢印の方向に移動して、レチクル３５０により
あらかじめ規定された構造を有する複数の個々の領域を、同一のウエハ３２０上で露光す
るようにする。投影露光装置３１０内でウエハ３２０を段階的に（ステップバイステップ
で）前進移動させるため、投影露光装置３１０はステッパとも呼ばれることも多い。
【００２６】
　照射システム３３０により、レチクル３５０をウエハ３２０上に結像するのに必要な投
影ビーム４１０として、例えば、光または同様の電磁放射を生成する。この放射源として
は、レーザ等を用いることができる。この放射を、照射システム３３０内において、光学
素子を用いて成形し、投影ビーム４１０がレチクル３５０に入射する際に、直径、偏光、
波面形状等に関して所望の特性を有するようにする。
【００２７】
　既に説明したように、ビーム４１０を用いてレチクル３５０の像を生成し、投影対物レ
ンズ３７０により、この像を対応する縮小倍率でウエハ３２０に転写する。投影対物レン
ズ３７０は、例えば、レンズ、ミラー、プリズム、終端板等の複数の個々の屈折光学素子
、偏向光学素子、および／または反射光学素子７を有する。
【００２８】
　図２は、本発明による解決方法の第１実施形態の基本図である。図２に、半導体リソグ
ラフィのための投影露光装置において用いられる基本マウント４を示す。基本マウント４
は切り欠き部５を有し、この切り欠き部５内には交換可能なマウント１を矢印１１の方向
へ向かって挿入することができる。この場合、交換可能なマウント１は、光学素子３およ
び減衰素子２を有する。減衰素子２は、例えば、アクティブ減衰器もしくはパッシブ減衰
器、またはその他の減衰器とすることができ、これらの減衰器は、特許文献１に記載され
るようなシステムにおけるマニピュレータとして実施される。減衰素子２は、例えば、ね
じ穴を利用して、交換可能なマウント１に取り付けることができる。
【００２９】
　図３に、半導体リソグラフィのための投影対物レンズの対物レンズハウジング６を示す
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。対物レンズハウジング６は、本例においてレンズとして実施される複数の光学素子７お
よび７´、ならびに光学素子３を有する交換可能なマウント１を挿入する挿入開口部（図
３においては図示せず）を備える。交換可能なマウント１は、光学素子３に加え、減衰素
子２を有する。この減衰素子は、本例においては、質量要素２１および弾性要素２２を有
して構成したパッシブ減衰素子として実施される。光学素子７´がその固有周波数で矢印
８の方向に振動すると、光学素子７´の振動は、連結を介して、さらに対物レンズハウジ
ング６まで規則的に伝達される。その結果、対物レンズハウジング６内に配置したその他
のコンポーネント、すなわち、特に、減衰素子２を有する交換可能なマウント１にも同様
に光学素子７´の固有周波数と同じ周波数の振動が生じる。この場合、この振動は、減衰
素子２内の弾性要素２２のせん断運動となり、このせん断運動を矢印９で示す。しかしな
がら、その他の光学素子７および光学素子３の固有周波数がずれていることにより、マウ
ント１の振動の振幅は、光学素子７´の振動の振幅よりも確実に小さくなる。なぜなら、
光学素子７´は、結局はその固有周波数にて振動するからである。それにもかかわらず、
光学素子７´の振動は、対物レンズハウジング６および交換可能なマウント１を介して連
結した減衰素子２により減衰することができる。この目的のため、減衰素子２の固有周波
数は、光学素子７´の固有周波数に応じて選択する必要がある。
【００３０】
　代案として、減衰素子２は、その固有周波数および／または振動方向が、交換可能なマ
ウント１内に配置した光学素子３の固有周波数および／または振動方向と調整されるよう
に、設計することもできる。この構成により、減衰素子２は主に光学素子３の振動を減衰
する。
【００３１】
　図２に示す構成により、投影露光装置の動作中に発生する対応する問題周波数に同調さ
せた多種多様な減衰素子２を備える、ある種のモジュラーシステムを得ることができる。
したがって、本発明により、投影露光装置の製造作業中に、特定用途向けの減衰機能を迅
速に後付けで組み込むこと(レトロフィット)が可能になる。したがって、個々の目的、装
置、または、例えばレチクル速度等のプロセスパラメータに応じて所望の減衰を行うこと
ができ、特に、露光プロセスを変更した後に、例えば、コントラスト損失等のダイナミッ
クレンジ問題が発生した場合に、所望の減衰を行うことができる。この場合、本発明によ
れば、対物レンズを取り外すことなく、そのような問題を数日のうちに、または、場合に
よっては、数時間のうちに解決することができる。



(8) JP 5214031 B2 2013.6.19

【図１】 【図２】

【図３】



(9) JP 5214031 B2 2013.6.19

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                                        
   　　　　                                Ｇ０２Ｂ   7/02    　　　Ｚ          　　　　　

(72)発明者  ミカエル　リンゲル
            ドイツ国　７３４４７　オーバーコッヘン　ディフェス－シュル－メル－シュトラーセ　１
(72)発明者  マルクス　ヴァイス
            ドイツ国　７３４３４　アーレン　イム　ゾンネンヴィンケル　９

    審査官  松岡　智也

(56)参考文献  特開２０００－３３４６２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              再公表特許第２００７／０４０２５４（ＪＰ，Ａ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０１Ｌ　２１／０２７
              Ｇ０３Ｆ　　７／２０－　７／２４、　９／００－　９／０２
              Ｆ１６Ｆ　　７／００


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

